介護保険施設等サービスにおける「権利擁護推進」チェックシート
（できていると思うところにレ点）
	№
	項目
	チェックポイント
	チェック

	１
	身体拘束廃止をトップが決意し、責任をもって取り組んでいる。
	①組織のトップである施設長等の責任者が「身体拘束廃止」を決意し、現場をバックアップしている。
	

	
	
	②事故やトラブルが生じた際に、トップが責任を引き受けることとしている。
	

	２
	「身体拘束廃止委員会」等を設置するなど、よりよいケアの実現に向けた運営をしている。
	①施設全体で身体拘束廃止に向けて現場をバックアップするため、施設長等をトップとした、医師、看護・介護職員、事務職員など全部門をカバーする「身体拘束廃止委員会」等の立ち上げを行っている。
	

	
	
	②身体拘束廃止について「入所者（利用者）中心の考え方」で、上記組織で月1回以上定期的な話し合いをし、取組内容に関する自己評価を実施している。
	

	３
	身体拘束廃止について、職種を越え全職員で話し合う等して、問題意識を共有している。
	①入所者（利用者）の心身状態を月1回以上定期的にアセスメントし、身体拘束を必要としない環境づくりや行動心理症状の緩和に向けた取組みを、担当メンバー全員（チーム）でカンファレンス等を行っている。
	

	
	
	②日々入所者（利用者）の個人記録を作成し、申し送りや施設サービス計画作成等に活用している。
	

	４
	入所者（利用者）家族に対して、身体拘束廃止について協力関係を築いている。
	①身体拘束廃止について理解と協力を得るために、入所者（利用者）家族との会合を月1回以上定期的に開催している（もしくは往復書簡等により連絡を取り合っている）
	

	
	
	②身体拘束をしないことを原則とした施設サービス計画を作成するため、入所者（利用者）家族に対して計画づくりへの積極的な参加を促し、同意（サイン）を得たうえで計画を決定している。
	

	
	
	③緊急やむを得ず行う場合には、「身体拘束に関する説明書・経過観察記録」等を作成し、当該記録に家族の同意を得るとともに、施設と入所者（利用者）家族間で情報を共有している。
	

	５
	事故が発生しないための工夫をしている。
	①転倒や転落等の事故が起こりにくい環境作りをしている（身体に合った車いす、手すりの設置、ベッド高の工夫等）。
	

	
	
	②職員間で情報を共有し、問題が発生した場合の対応マニュアルや再発防止の工夫をしている。
	

	６
	最新の知識と技術を職員が学ぶ機会を設け、その内容を積極的に取り入れている。
	①外部研修会や先進施設の見学会等に年1人以上の職員を参加させている。
	

	
	
	②上記の内容等を内部研修会等で他職員へ報告し、実行可能なものから実践している。
	

	７
	その他


	
	


※ホームページから加筆引用　　　　　ｐ1
